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1. DDRにおける経済計算制の位置づけ

経済計算制は，社会主義経済学の客観的カテゴリーで，社会主義経済単位

（コンビナート， 企業）の計画的管理の重要な方法であるが， ドイツ民主共和

国（以下 DDRと略称）では， 1980年代のはじめに，経済計算制をいっそう改

善してゆくための質的に新しい条件が生まれた(1)0 

1981年4月11日から16日にかけて開かれたドイツ社会主義統一党 (SED)第

10回大会は， 80年代の経済戦略に向けて経済計算制を改善してゆくために，っ

ぎのような諸課題を提起した。

まず第1に，コンビナートが，工業，建設業，運輸・通信業の管理の基本的

単位になったこと，したがって，管理，計画化および経済的刺激がこの大きな

経済単位のなかで実施されなければならないということであり，

第2に，管理，計画化，バランス化および経済的刺激は，科学・技術的進歩
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の経済的効用の増大を基礎にして，安定した高い経済成長を促進することに全

力を傾けること，

第3に，費用・収益関係は，原価，とくに生産的消費の引き下げによって決

定的に改善されねばならないが，そのさい，経済計算制のカテゴリーがダイナ

ミックな業績拡大，生産・輸出構造の改善， 資材と固定フォンドの節約の向

上，社会的労働財の合理的利用などに刺激を与えるために利用されるべきであ

ること，

第4に，価格形成は，価格が現実の社会的に必要な費用を反映し，原価引き

下げ，資材消費の低下，製品の加工度の向上を促進するように改善されなけれ

ばならないこと，

最後に，原価と利潤の計画化は，効率的な予備を明らかにする積極的な道具

として，経済計算制に統合されることなどが，それであった (2)0 

SED第10回大会のかかげたこのような課題の具体的な実現過程は，「計画に

もとづいた経済計算制の一層の改善のための指令」(1982年1月） (3)' 「管理，計

画化および経済計算制を改善してゆくための措置」 (1983年2月） (4)' 「計画に

もとづいた経済計算制の一層の改善のための第2指令」 (1983年3月） (5) およ

びその他の関連法令のなかにあらわれた。そのさい， SED中央委政治局 ・DDR

閣僚評議会の決定による1983年の措置は，とりわけ重要であったが，それは，

つぎのように方向づけられていた。

—コンビナートの統一的な再生産過程のために，各省大臣の管轄下にある

総支配人の個人的責任を強化すること，

—中央国家計画がいっそう改善され，指針的性格が強められるだけでな

く，単純・拡大再生産と国家にたいする義務の実現のためのコンビナートの自

己責任の強化によって，民主集中制をいっそう深めること，

—コンビナートの業績評価が，国民所得の向上のために寄与すること，

—研究と開発における課題からはじまり，コンビナートと企業の経済的利

益をもっと徹底的に計画で提起された社会的要求を解決する方向で，計画と経

済計算制を緊密に結合することなどであった (6)0 

こうした一連の措置の全体的傾向が中央統制の強化であるという見方がある
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が，この段階でそうした結論を出すことは，しかし，早計であろう。それは，

とどのつまり，民主集中制をいかにとらえるかの問題であり， 35年以上にわた

るDDRの経済メカニズムの歴史的発展と今後の方向性を詳細に分析すること

がまず必要であると思われる (7)0 

ともあれ， 1983年に導入された措置の本質は，別の表現をすれば，コンビナ

ートと企業の客観的な経済利益を利用し，それを計画化と緊密に結合させなが

ら， 80年代において経済の基本タイプとなった集約的な拡大再生産のうえで遂

行することに存したのである (8)。

しかし，経済計算制のこうした一連の改善のなかで，社会主義企業論の立場

から解決されるべき新しい問題も生じた。それは，これまで経済的，法律的に

自律していた企業とならんで (9)' コンビナートの質的に独自の経済計算制がい

かに発展されるべきか，すなわち，国民経済の効率性を高めるために80年代に

質的に変化した諸条件のもとで，コンビナートとその傘下企業が経済計算制ヽン

ステムのなかで果たす役割と機能の問題であった。

これにかんしてまず，二つの極端な考え方を排除しなければならない。ひと

つは，コンビナートの経済計算制の構築がコンビナート企業の経済的自律性を

失うとする見解一ー企業経済論のコンビナート経済論への発展転化をみる立場

—であり，いまひとつは，コンビナートの経済計算制が企業のそれの単なる

総体であると理解し，その基本的カテゴリーをコンビナートの領域のうえに個

々に利用したにすぎないとする立場-—ー企業経済論はコンビナートの特殊性に

よって豊富化されるという見解ーーである (10)0 

DDRにおける社会主義企業論のこれまでの理論的展開は，コンビナートの

形成とその発展過程のなかで， うえにあげた二つの見解を包摂し， 長いあい

だ，そのあり方をめぐって議論されてきたことは事実であったが，ここで出さ

れている問題は，その単なる延長線上での把握ではなく―もちろん， 70年代

における DDRの経済発展のなかで生まれてきた問題を内包しながらも，しか

し，―-80年代に質的に変化した経済諸条件のもとで経済計算制の内容，機能

の変化に応じた新しい問題としてとらえるべき性質のものである。今日ではむ

しろ，コンビナートにおける経済計算制が，その相対的に完結し，統一的に管
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理された再生産過程とフォンド循環を基礎にして，独自の対象と内容をもつと

いうことである。それゆえ，コンビナートにおける再生産過程は，コンビナー
. . . . . 

ト企業の相対的な経済的自律性をめぐって新しい規定を要求する。

コンビナートとコンビナート企業という質的に異なった2つの経済的基本単

位が，いかなる相互関係にあるのかという認識に立って，本稿では，主として

1980年代における DDRの包括的で集約的な拡大再生産の条件下でのコンビナ

ートの経済計算制の内容と機能， その問題点およびこれからの課題について

—ーコンビナートの歴史的発展をふまえながら—――みてゆくことにする。

2. コンビナートと経済計算制

2.1. コンビナートの歴史的発展過程

1970年代は，一方において， DDR国民経済のなかに占めるコンビナートの

地歩の漸進的な強化，他方において，人民所有企業連合体 (VVB)の弱体化の

過程であったと特徴づけることができる。

コンビナートの創出の当初 (60年代末）は，小企業の大企業への合併であ

り，これに参加した企業は，そのほとんどが法律的，経済的自律性を失い，経

済計算制にそって活動していなかったが， 70年代のはじめにコンビナート企業

は，経済的に自律した地歩を受けとり， 1973年の人民所有企業 (VEE)の地位

にかんする新しい法律とともに (11)' コンビナートが新しく形成されるばあい

にも，その傘下企業の自己責任的立場が明確に基礎づけられた。しかし，この

ころから，すでにふれたようなコンビナートと企業の内的な組織構造とその位

置づけをめぐる対立的な見解が，とくに経済計算制との関連性をめぐって生ま

れたのである。

1976年に開かれた SED第 9回大会ののち，計画的に組織された包括的なコ

ンビナートの再•新形成と VVB の後退が顕著になった (12) 。その後， コンビ

ナートと VVBの国民経済における本質的な構造変化という現象をとらえて，

1978年に， G.Mittagは，経済の「組織的改革」について説いた(13)。そして，

1979年11月8日の「人民所有コンビナート，コンビナート企業および人民所有
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企業にかんする法令」（コンビナート規定）で， その構造変化の法律的枠組が

完成したのである (14)。しかし，依然として，コンビナート・傘下企業の理論的

位置づけは不十分のままであった。 それは， 70年代が VVB体制からコンビ

ナート体制への移行過程であったという歴史的な制約条件をそなえていたこと

に帰因する (15) (コンビナートの発展については，表Iを参照）。

表1: 工業コンビナートの発展

年 コンビナート数

工の業割省合な(%い)しは県経済評議会全体に占めるコンビナート

工業商品生産高 労働者・職員数 完国民成の品た生め産の 輸出

工業各省の領域における中央管轄コンビナート

1970 35 33 33 6 38 

1975 45 43 36 7 45 

1978 54 49 45 14 59 

1979 101 85 88 78 96 

1980 130 99 98 97 99 

1981 133 100 98 100 99 

1982 133 100 98 100 99 

1983 132 100 98 100 99 

県経済評議会の領域における県管轄コンビナート

1981 ＇ヽ 93 94 92 97 85 

1982 93 94 93 97 88 

1983 93 95 94 97 95 

Quelle: Statistisches Taschenbuch der DDR 1984, Berlin 1984, S. 49. 

しかし， 80年代における包括的で集約的な拡大再生産の条件のもとで，この

問題は，質的に新しい問題をかかえながらもしだいに整理されていった。「今

日，コンビナートが社会主義企業経済論の対象に組み入れられているというこ

とは争う余地がない。これにかんして，当初の両極端な考え方は……消えうせ

ている」(16)0 

これから解決されるべき課題は，集約的な拡大再生産のもとで，ただ単に費

用と収益の対応や利潤の追求が問題なのではなく (17)' コンビナートや企業の

経済活動のなかで，費月．収益関係が基本的に変化すること，とりわけ，コン

ビナートの業績向上のために，経済成長の質的諸要因が切り開かれるように，
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経済計算制が形成されなければならないということである (18)。それゆえ，集約

的拡大再生産がいかに経済計算制の内容とコンビナート・企業の内的関連に影

響を及ぼすかを検討してゆくことが，重要な課題となる。

2.2. コンビナートにおける経済計算制の機能メカニズム

経済計算制は，経済的カテゴリーとして，社会主義国家とコンビナート・企

業，ならびにコンビナートと企業相互のあいだの価値カテゴリーにもとづいた

計画的な経済諸関係を反映した社会主義独自のシステムである。商品・貨幣関

係を利用しながら，経済計算制は，可能なかぎり高い効率性，とりわけ，費用

・収益関係の恒常的な改善をめざす(19)。そのさい，コンビナートの発展は，エ

業およびその他の分野における基本的な経済単位として，研究・開発から生産

過程に入り，さらに製品の実現にいたるまで再生産過程に属するいっさいのも

のを統合するのである。

過去において，いかなる企業もその独自の再生産過程を遂行したが，今日で

は，企業は独立した経済単位を保ちつつも，それと同時にコンビナートの再生

産過程の一部分となったのである。コンビナート企業にとって，その経済的責

任は削減されないのはもちろんのことであるが，しかし，その対象を変化させ

る。これまでは，再生産過程全体が企業の経済的責任の対象であったが，今日

では，コンビナートの計画的な社会化過程とともに (20), より大きな再生産過程

の一段階，一部分になるのである。そのさい，とりわけコンビナートの再生産

過程における傘下企業の具体的な機能に依存しながら，企業の経済的自律性の

細分化があらわれる（たとえば， 研究・開発企業，生産企業， 販売企業など

が，それである） (21)。

しかし， コンビナート・企業相互間の内的な関連のこうした変化にともな

い，経済計算制の枠内における商品生産カテゴリーの計画経済的利用のしかた

もまた当然のことながら変化するのではなかろうか。したがって，経済計算制

の個々の側面，原則あるいはカテゴリーをただ単に新しい現象のなかにあては

めてゆくという方法では，問題の本質を正確にとらえることができない。

この点に関連して， 1984年に DDRで出版された講義ノート『Die wirt-
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schaf tliche Rechnungsfiihrung (経済計算制）』（改訂第 3版）ば注目に値す

る。包括的で集約的な拡大再生産が国民経済成長の基本タイプになったという

80年代の質的に新しい条件から出発して，そのなかで果たす経済計算制の機能

の本質的な変化を重視しているからである。

このなかで，経済計算制の機能について，それまで一般的であった三つの機

能 測定・配分・刺激機能 に加えて，第4の機能として，コントロール

機能があげられている。「第4に， コンビナートと企業の経済活動の計画的遂

行をコントロールすること，とくに，費用・収益の発展を一ーこれが，コント

ロール機能である」 (22)0 

測定機能は，そのさい，いぜんとして経済計算制のその他の諸機能を遂行す

るための第一義的で決定的な基礎であるが，コントロール機能との関連で言え

ば，費用・収益の正確な測定が，国民経済的にもっとも効率的な資源投入にか

んする経済的に根拠づけられた決定を方向づけ，さらに原価の引き下げやフォ

ンドの合理的投入を方向づけるようなコンビナートと企業の合目的的な経済的

関心のための重要な前提となるのである。そのことは，コンビナートと企業の

循環のなかに組み込まれた資源の正確な評価にかかわってくる。とくに，それ

は， 固定フォンド， 原料資源，社会的労働財の評価に役立つし，さらに言え

ば，コンビナートや企業全体の業績評価の問題に大きな影響を及ぽすのである

（これについては後述）。

コンビナートと企業における経済計算制の機能メカニズムの発展とその枠内

における財務的側面 財務フォンドの形成と運用 の変化については，図

1.1, 1.2と表2.1,2.2, 2.3を参照すれば，明らかである。

『Diewirtschaftliche Rechnungsfiihrung』の初版は1978年に，改訂第2版

は1981年に出版されたが，経済計算制の機能メカニズムとしては，第2版で

「生産・流通過程」を入れてきた以外はほぽ同じ仕組みになっている。しかし，

この導入は，萌芽的であるがひじょうに大きな意味をもっているのである。第

3版をみれば，そのことが明らかになる。経済計算制をコンビナートの発展と

ともに，再生産過程でとらえていくことがはっきりとしめされたからである

（コンビナートにおける再生産過程の物質的完結性）。第3版でまた， 「経済計
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図1.1. 経済計算制の機能メカニズム（初版，改訂第2版）
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図1.2. 経済計算制の機能メカニズム（改訂第3版）
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表2.1. 経済計算制の枠内における企業，コンビナートおよびVVBの財務
フォンド（初版）

財務フォンドの種類 （人業コ民をン所含ビ有むナ企）ー業ト企

投資フォンド

゜利潤フォンド X 

予備フォンド X 

利潤利用フォンド X 

業績フォンド

゜科学・技術フォンド oa 
プレミアムフォンド 0.  
文化・社会フォンド Qd 

「社い社会主義者勘定」

゜修繕フォンド

゜広告フォンド X 

危険フォンド oa 
価格調整フォンド

゜a: コンビナートや VVBへ集中可能
b :VVBへ集中可能

人コン民ビナ所ー有ト VV経済B管と理そ機の関他の

゜ ゜゜ ゜゜ ゜゜ ゜X X 

Qb 

゜oc 

゜X X 

゜ ゜゜ ゜゜ ゜゜
X 

X X 

c: 自律したコンビナート管理部が存するかぎり，コンビナートの総支配人，部長，会
計責任者の年末プレミアムは，コンビナート管理部のプレミアムフォンドから支給

d: コンビナート企業労働組合指導部の承認で集中可能

Quelle : 図1.1に同じ， 44頁

算制の機能および機能メカニズム」にかんして独立した節が設けられ，質的に

新しい経済条件を反映してほぼ全面的に新しく書き加えられている（それまで

は，「経済計算制の内容」のところで一緒に説明されてきたのだが）。

さらに，財務フォンドにかんする表のなかでは，刺激フォンドにみられるよ

うに資金のコンビナートヘの集中化傾向がはっきりと読みとれる（詳しくは，

後述）。

こうして，経済計算制の一層の発展が，コンビナートと企業のなかで具体的

に達成されるのであるが，そのさい，つぎのような基本的方向をもって質的に

改善される。

(1) 原価計画の権能化とそのノルマチーフ基礎の発展。

(2) コンビナートと企業の能率．効率の発展を業績評価ともっと緊密に結合

すること。そのさい，集約的な経済成長と質的な成長諸要因の利用を正確に評
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表2.2. 経済計算制の枠内におけるコンビナートと企業の財務フォンド（第2版）

財務フォンドの種類 人民所有企業 人民所有コンビナート

投資フォンド

゜ ゜予備フォンド X 

゜利潤利用フォンド X 

゜業績フォンド

゜
X 

科学・技術フォンド oa 

゜プレミアムフォンド

゜
Qb 

文化・社会フォンド oc X 

「若い社会主義者勘定」

゜ ゜修繕フォンド

゜
X 

広告フォンド X 

゜危険フォンド oa X 

a: コンビナートヘ集中可能
b: 自律したコンビナート管理部が存するかぎり，コンビナートの総支配人，部長，

会計責任者の年末フ゜レミアムはコンビナート管理部のプレミアムフォンドから支

給

C ; コンビナート企業労働組合の承認で集中可能

Quelle : 図1.1に同じ， 52頁

表2.3. 経済計算制の枠内におけるコンビナートと企業の財務フォンド（第3版）

財務フォンドの種類 企 業 コンビナート

科学・技術フォンド oa 

゜投資フ オ ン◆ ド

゜ ゜維持フ オ ン噌 ド

゜
X 

プレミアムフォンド

゜ ゜若い社会主義者勘定

゜ ゜予備フ オ ンr ド X 

゜業績フ オ ン ド

゜
Qb 

利潤利用フォンド X 

゜文化・社会フォンド

゜
oc 

広告フ オ ン ド X 

゜危険フ オ ン＇ ド

゜ ゜モード製品特別フォンド

゜
X 

a: 総支配人の決定が必要
b: コンビナートに資金集中が可能
C : 企業全体の利用のためのものは企業支配人と組合指導部の承認のもとで集中可能

（ただし，文化・社会フォンドの投資資金への投入は不許可）

Quelle: 図1.2に同じ， 64頁
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価することが，とりわけ重要な問題であること。

(3) 科学・技術および投資の経済的有効性を促進し，高めること。

(4) 再生産過程におけるコンビナートの対外経済活動の効率性の改善。

(5) 工業価格における実際上の国民経済的支出の呈示。

(6) 流動資産計画の権能化と信用供与，利子率および生産フォンド使用料の

新規則による在庫回転の促進。

(7) 経済計算制を生きた労働の節約にまで拡大することが，それである (23)0 

3. 業績評価と経済計算制

3.1. コンビナートと企業の業績評価

1980年代にはいり， DDRにおいて，コンビナートと企業の業績評価や業績

比較の問題が経済計算制との関連のなかでクローズアップされてきた (24)。そ

れは，コンビナートの業績評価のなかで，「質的に新しい段階が歩まれなけれ

ばならない」 (25) という認識にまで到達したことからもうかがうことができる。

コンビナートと企業の業績は，基本的には，生産の量，質，効率性によって

特徴づけられる (26)。それは，生産単位の経済的な活動の成果の複合的な表現で

ある (27)。この複合性のゆえに，業績は，経済活動の量，質，効率性を反映しな

ければならないような以下のような一定の指標によって規定されることができ

る。

(1) 生産の成果の量的側面

純生産高

—輸出

—国民のための完成生産物

―生産され，販売された商品生産高

最終生産物

(2) 生産の成果の質的側面

—良質商標 ttQ"をもった工業商品生産高の割合

—キズもの，修正，保証給付 (ANG) 費用の割合
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(3) 効率性

ー一利潤と収益性指標

—一費用・収益関係

—原価率

業績を特徴づけるための指標の具体的な選択は，一方では，現実の経済政策

的課題の設定に，他方では，遂行されるべき業績比較の目的にかかわるもので

ある。

今日の DDRにおける経済政策的諸課題は，すでに紹介したように管理・計

画化および経済計算制の一層の発展にかんする1983年2月の政治局決議によっ

て与えられた。そこから，業績評価の以下のような主要指標が生まれた。

ー一純生産高

—純利潤

ー一国民のための完成生産物

-—輪出

この 4つの指標は，経済活動全体の成果として，いかなるばあいにも，コン

ビナートの業績評価に役立つ。これに加えて，コンビナートの再生産過程の一

部分をしめす業績比較や業績評価も存する。たとえば，原価比較，資材・固定

フォンド節約の業績比較，エネルギー経済の業績比較，コンビナートの効率性

をめぐる業績比較などが，それである (28)0 

ともあれ，業績評価にかんするこの 4つの主要指標からいえることは， DDR

国民経済の今日の発展段階から，経済活動とその成果の質的側面を表現するよ

うな指標が過去においてよりも，いっそう強力に前面におし出されているとい

うことである。

業績評価にさいして利用された指標は， 決して没時間的カテゴリーではな

く，再生産過程における客観的な変化に関連して，指標もまた変化するのであ

る。そのさい，つぎのような要因が指標に影響を及ぽす。

一社会的生産の発展と再生産過程の集約化の必要性

ー一この諸指標をともなった実践からの諸経験の豊富化と，そこから導かれ

る変化の必然性
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—管理と計画化の指標と，この指標から導かれる経済的な行動様式が及ぽ

す影響の可能性にかんする認識の高まりなどが，それである。

業績評価にかんして，今日使われている指標の方法論的基礎は， DDRの長

期間にわたった歴史的な発展のなかの所産である。これまでの個々の時期に使

われた諸指標から一般的に言えることは，到達した経済水準とその後の課題の

設定とに関連づけられる一連の諸問題が交錯しているのであり，それは，生産

の成果にかんする評価をめぐる諸指標のなかにはっきりとしめされている。

DDRでは，かなり長期間にわたって (1960年代のはじめまで），工業総生産

高が工業生産高の包括的な表現として一一生産された生産物が国民経済的に十

分に有効であるかどうか，また販売されたかどうかにかかわりなく一ー工業生

産高の計画化と計算の指標の前面に立った。この指標は，企業や経済機関がで

きるだけ高い工業生産高 そのさい，販売はこの期間のなかでは与件であっ

たが一ーを達成するような行動様式を促進した。

1960年代初頭から，たとえば，工業商品生産高，販売された工業商品生産高

のような他の指標への移行とともに，工業活動の成果は，完成工業生産高，第

三者のための生産高，実現された生産高として，いっそう強力に企業の利益の

中心にあらわれた。それは， 当時達成された経済発展の水準から出発してい

た。しかし，それは，生産の経済的フ゜ロセスの質的指標の役割と機能が恒常的

に変化するという側面をのこしていた。

コンビナートと企業の業績評価のさい，生産の成果を測定するためのさまざ

まな指標の機能の変化が，とくに明らかになった。 80年代のはじめに，工業商

品生産高とならんで，純生産高が重要な業績指標としてあらわれた。すでにの

べた1983年の管理，計画化および経済計算制の一層の発展にかんする措置のな

かで， 純生産高の役割が強調された。工業生産高のさまざまな指標の重点の

「ずれ」の経済的背景は， 純生産高が生産の量と質における変化だけでな<'

費用・収益関係の変化をあらわしていたのであり，それゆえ，経済発展の今日

の段階の要求にまさにそうものであった。

こうしてあらわれた今日の 4つの主要指標は，しかし，コンビナートや企業

の業績測定，業績の数量的表現をすべて包括するものではない。その他のさま
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ざまな指標の助けを必要とするのである。「指標システム」として表現される

主要指標とその他の指標との関係は，つぎのように説明される。
. . . . 

業績評価の 4つの主要指標が目的単位であるのにたいして，その他の指標は
. . . 

それを原因別に説明する役割を果たす。「主要指標だけでなく， それを形成す

るための諸要因の数量化もまた問題なのである。そのことによって，主要指標

と原因発生指標を区別しなければならない」(29)0 

その関連性は，つぎのような構造（図2)によってしめされる。

図2:業績評価にかんする指標システムの構造

純生産高 ◄ • 純利潤

>< 国民むけ
完成製品

●生産された工業商品

生産高

●実現された工業商品

生産高

●良質商標Qをもっェ

業商品生産高

• • 輸出

●生産的消費

●労働力

●工業商品生産高ベースの ●生産フォンド

労働生産性 使用料

●純生産高ベースの労働生
産性 ●純利潤

●工業商品生産高に占める 控除

純生産高の割合
●原価率（又は、原価種類）

●良質商標Qをもつ工業商

品生産高の割合

Quelle : Kennziffernsystem zur Leistungsbewertung von Kombinaten 
der Industrie, in; Wissenschaftliche Zeitschrift Hochschule fiir 
Okonomie "Bruno Leuschner" Berlin, Heft 1/1985, S .67. 

3.2. コンビナートにおける経済計算制の基本的諸問題

業績評価をめぐる理論的，歴史的発展から出発して，コンビナートにおける

経済計算制の一層の発展のために，つぎのような基本的諸問題が生じる。

第 1に，経済計算制と業績評価は，集約的な拡大再生産の要求と完全に調和

しなければならないということである。業績評価の基礎と主要指標は，コンビ

ナートによって生まれた給付の国民経済的利用効果をしめさなければならな

ぃ(30)。その主要指標のうち，純生産高のなかで，質的成長要因の利用（集約化
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要因）が具体化される。それは，コンビナートの前段階の成果や協業関係を業

績評価から排除する。純生産高は，生産的消費を差し引いた工業商品生産高か

ら生まれるので，一方では，独自の業績と予備のくみ尽しによって国民所得の

向上に寄与し，他方では，生産的消費とくに資材消費の低下と労働生産性の向

上を方向づけるのである (31)。

しかし，コンビナートと企業の給付の国民経済的利用効果は，高い利用者効

用をもつ使用価値的にすぐれた生産物のなかで具体化されねばならない。国民

経済的効率性のこのメルクマールは，純生産高や純利潤の指標によっては把握

されない。そのかぎりで，経済計算制の集約的な拡大再生産への完全な調和

は，コンビナートと企業の業績評価のばあい，さらに使用価値指標（つまり製

品の質，世界的なトップ水準にある製品，利用者効用など）を必要とするので

ある。商品として生産された生産物が，いかなる意味で価値と使用価値の統一

であるかということは，コンビナートと企業の業績評価においてもまた，すで

にのべた指標システムのなかでの統一を反映しなければならない (32)0 

工業コンビナートにおける経済計算制の発展のための第2の基本問題は，原

価（とくに基本材料費）の決定的な引き下げである。 1982年からはじまった経

済計算制をめぐる一連の措置は， 原価の引き下げによる効率向上―とりわ

け，原価計画の権能化 がその中心に据えられた。それによると，

(1) 原価の計画と計算のための基礎は，計画生産の計画原価を形成する。こ

のことによって，生産的消費を引き下げるための国民経済的要求と費用・収益

関係の改善とが，コンビナートのなかで支障なくおこなわれる。

(2) 原価計画と財務計圃は，物質的な計画課題（指標，ノルマチーフ，バラ

ンス比重，割り当て，制限）と完全に一致して，生産的消費の引き下げのため

に作成されなければならない。

(3) あらかじめ中央で与えられた原価指標とならんで，コンビナートによっ

て傘下企業にいっそう具体的な指標（エネルギー・燃料費，キズもの・修正・

保証給付費，広告費，補助材料費）が提出されなければならない。

(4) 刺激フォンドと原価引き下げとのあいだのさらに緊密な結合は，資材節

約が純利潤を高め，業績フォンドのための重要な源泉になるということによっ
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て生み出される (33)0 

原価引き下げにたいするコンビナートと企業の物質的関心は，したがって，

フォンド形成が原価引き下げによる純生産高ないしは純利潤の増加に依存する

ことが必要なのである (34)0 

さらに，第 3の基本問題として，コンビナートの収益性の水準と発展が，コ

ンビナート段階における総括的な集約化基準となることである。収益性原則の

適正化のための基本問題は，

(1) コンビナートの業績・効率性の発展，

(2) 国家財政の計画的な歳入・歳出にたいする責任，

(3) コンビナートと企業の刺激フォンドの形成と利用などに関連している。

そのさい，とりわけ(1)が重要で，利潤創出がもっぱらコンビナートと企業の

効率性の向上に根拠づけられなければならないということである。けっして経

済的諸条件の変化（工業価格の変更）や計画規律にたいする違反（原価，価格

の引き上げ，帳簿上の操作など）があってはならない。原価引き下げ，品質向

上，フォンド償還，固定フォンド利用の改善などが，コンビナートにおける純

利潤の発展につよく影響を及ぽさなければならない。それゆえまた，物質的刺

激フォンド（業績・予備・利潤利用フォンド—-Verf註gungsfond) への振込

みは，純利潤の発展に切り離しがたく結びつくのである。さらに，原価，商品

生産，生産フォンドに関連づけられた収益性ノルマチーフは，物材的，財務的

計画化のなかでより大きな比重をもたなければならない。それは，国家とコン

ビナートのあいだの経済・財務関係の安定性と融通性を向上させ，再生産過程

にとってコンビナートの経済的自律性と責任を適正化させる (35)0 

コンビナートにおける経済計算制の発展にかんする第4の基本問題は，利潤

利用による効率的刺激をつくり出すことにある。

それぞれのコンビナートにおいて，研究・開発から生産，製品の販売にいた

るまで再生産過程が物質的に完結されることによって，コンビナートは，質的

な成長要因の利用による集約的な拡大再生産のための経済的諸前提を創出し，

そのために必要な資金をつくりだす(36)。コンビナートが，それ自身の生産の最

終成果によって全面的な集約化フ゜ロセスを継続してゆくための経済的諸前提を
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生み出さなければならないならば，それはまた，効率向上と純利潤の利用との

関連を-—ーコンビナートが現実的に，事実上完全な経済計算制を遂行すること

ができるために一ー自らの責任においていちじるしく緊密化させてゆくことを

含んでいる。
．． 

それゆえ，集約的な拡大再生産にとって資金の自己調達原則を遂行するため

の頷域の問題が，フォンド形成を含めて生まれてくる (37)。コンビナート段階で

の物材的，財務的フ゜ロセスの統一の保証は，経済計算制の有効性のひとつの重

要な条件なのである。したがって，コンビナート内部の社会化過程は，コンビ

ナート全体の均衡を確保するために，企業の純所得の一部を集中的に中央で利

用することを導くのである。それゆえ，たとえば科学・技術フォンド，予備フ

ォンド，業績フォンド，利潤利用フォンドなどが，コンビナートに集中化され

る（表2.3.を参照） (38) 0 

こうしたコンビナートヘのフォンドの集中化とその利用は，科学・技術的発

展のテンボを促進し，その経済的効用を拡大するための諸前提をつくり出す。

「そのかぎりにおいて， コンビナートのフォンドの形成と利用の規模，ダイ

ナミック性およびその条件のなかで，基本的な経済単位としてのコンビナート

のうえに実施された経済計算制の力量がしめされるのである」(39)0 

しかしまた，コンビナートが強化されてゆくにつれて，傘下企業の活動にも

変化があらわれる。それは，コンビナートの統一的な科学・技術的，経済的，

社会的，財政的政策にますます依存してくる傾向をもつ。

それゆえ，コンビナート企業における経済計算制を遂行してゆくさいの現実

的な問題は，この企業の経済的イニシアチブをいかにしてコンビナート全体の

業績・効率の発展へ制御してゆくのか，また，自律的経済単位としての企業が

コンビナートの統一的な再生産過程においていかにしてその責任を果たすこと

ができるのかということである。すなわち，それは，

(1) コンビナート企業の刺激化は，コンビナート全体の計画実現のために，

しだいに大規模にかかわってゆくことであり，

(2) いかなるコンビナート企業も，コンビナートの効率性と業績の拡大を正

確に測定し，コンビナート企業の業績評価をその基礎におくことに寄与し，さ
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らに，

(3) コンビナート企業の技術的な協力の拡大は，最終製品がコンビナートの

活動の事実上の成果であるということを促進しなければならない。

これに関連して，しかし，ひとつの重要な問題が提起される。

コンビナートに属するすべての企業にとって相対的に均等な，安定的な経済

的諸条件が創出されるべきであるのだが，企業の効率的に作用する統一的刺激

は，同一の経済諸条件が不均等な企業に適用されるばあいに，その困難性に直

面する。多くの企業の純所得の発展は，その高さがしばしば企業努力に依存す

るだけでなく，企業外部の諸要因によってもまた，つよく影響を及ぽされるの

である たとえば，新しい技術の利用の変化，原料・燃料バランスにおける

変化，アソートメント構造の変化など 。

それゆえ，安定的で，相対的に均等な経済的諸条件を確保するために，国民

経済の中央国家的管理と計画化の適正化が，大きな比重を獲得する。それは，

計画指標の安定性，バランス化の改善，長期的に安定したノルマチーフ基礎お

よび計画と経済計算制の統一や物材的計画化と財務的計画化の統一を，いかに

完全に遂行してゆくかという問題にかかわるのである (40)0 

4. まとめ

生産の包括的な集約化への移行は， DDRの経済戦略の新段階の中心である

が，その移行とともに， DDRの国民経済における近代的な組織構造の形成が

必要になった。工業や物質的生産のその他の分野において基本的な経済単位と

なったコンビナートの形成が，それであった。

集約的な拡大再生産はまた，経済計算制の機能メカニズムにも大きな影響を

与えた。経済の管理・運営の重要な方法としての経済計算制は，コンビナート

と企業の経済活動のなかで費用・収益関係を基本的に変化させ，とくにコンビ

ナートの業績向上のために経済成長の質的諸要因を切り開かせることに重点が

置かれた。

最後に，業績評価・業績比較に関連して「多くのコンビナートないしは個々
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のコンビナート企業の独占的地位は，企業間の効率比較を不可能にするし，それ

ゆえ，生産単位の最適業績能力にかんする中央の情報可能性を制限するのでは

ないか」という批判があるが(41), これにたいして，つぎのようにのべている。

「事態は， まったく反対である。 コンビナートは，国民経済的諸課題を実現

するためにいちじるしく高度の仕方で，比較可能な諸前提をもっている。この

ことは，とりわけ，コンビナートにおいて研究ー開発一生産ー販売という循環

をもっと包括的で効率的に支配することを可能にするような再生産過程の相対

的な完結性と統一的な管理から生まれるのである」 (42)0 

しかし，このように説明されるほど，事態はそう簡単でもない。業績評価の

さいの指標比較を統一的な価格ベースのうえで，どのように保証してゆくのか

という理論的な問題もあるし (43), 研究・開発から販売にいたるまでの循環内

部における企業相互間の実践的な問題も最近，クローズアッフ゜してきているか

らである (44)0 

しかし，そうはいっても， 1980年代における DDRの経済計算制は， 理論

的，実践的にいちじるしい発展を遂げているのも事実である。 DDR における

費用・収益関係の改善にかんする具体的分析が，これからの研究課題である。
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Handbuch der Planung fur Kombinate und Betriebe, Industrie, Berlin 1982, 

s. 43-45. 
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ここでは，業績比較が包括的な集約化への移行のための社会主義の推進力を切り開

くことが強調され，つぎのように図式化されている。

業績比較を遂行するさいの業績評価の主要指標の

ヒエラルヒーにかんする基本的シェーマ

I業績評価指標 I

1国民のための
完成生産物

← 

生産の価値構造

工業商品生産高

I I 

生産的消費 純生産

原価率<E--- 原 価
I 利潤

喜冒資 材箕金

100マルクの
商品生産高における←一

基本補助

基本資材費
資材資材

Quelle : Ebenda, S. 83. 

l業績評価指標 1 投入フォンド

→工業商品生産高
→フォンド効率 ←一固定・流動

→l輸出 I 
フォント

→l 純生産 I 

→労働生産性 ←一労働力

→I 純利潤 I 
→フォンド収益性←一固定・筵動

フォント

I I 業績評価の主要指標

(25) Ware-Geld-Beziehung und Kombinate, a.a.0., S. 150. 

(26) Hoss/ Ma tho/ Parson/ Schilling, Leistungsbewertung-Leistungsvergleich-Leis-

tungssteigerung, Berlin 1982, S. 52. 

伽 「業績は， したがって費用・収益関係を意味する効率性概念と同じでない。効率性

は業績を特徽づけるひとつの重要なメルクマールである」
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